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１　研究の概要（背景・目的等）

　県や市町村が人口減少対策を進める上では、移住者の

実態や傾向を踏まえた移住定住促進の取組の一層の強化

が必要である。そのために、本県では令和３年度から市

町村の転入窓口において移住者を対象とした「転入窓口

アンケート調査（以下「移住者アンケート」）」を実施し

ている。しかし、各市町村の窓口の事情が異なるため、

移住者把握の調査方法が統一されておらず、回収率もバ

ラツキが大きい。また、県全体での回収率も低く（令和

４年度40.1％）全県での調査結果の分析・活用におい

て十分な水準ではない上、回収率の高い市町村において

も調査結果の分析・活用は十分ではない。

　本研究ではこれらの課題に関して、各市町村の取組状況

の点検や他県の事例調査等を通じて、県外からの移住者数

の把握に関する全県的な調査方法の改善と標準化、および

回収率の向上を目指す方策を探るべく調査研究を行った。

２　研究の内容（方法・経過等）

　本研究では以下の方法により調査研究を行った。

①市町村の取組状況の把握（2023年7月～ 11月）

　市町村の窓口業務のオペレーションの現状に関して、

いくつかの市町村の移住担当課及び転入届窓口担当課へ

の現地調査・ヒアリングや、全市町村を対象とする「移

住者アンケートの実施状況調査（以下、「実施状況調査」）

を行い、移住者アンケートの調査方法の統一や、回収率

向上に向けた課題の洗い出しを行った。

②他県事例ベンチマーク（2023年12月）

　本県同様に都道府県が主導して転入者に対するアン

ケート調査を実施している青森県、山形県、長野県への

事例ベンチマークを実施し、市町村の取組状況や、調査

結果の分析・活用状況等を調査した。

③過年度の調査結果の分析（2023年10月～ 2024年3月）

　令和４年度の移住者アンケートのデータを用いて、「移

住の理由」と転入元地域や出身地等との相互関係の傾向

分析を実施した。その際、下記④の手法改善策における

「調査結果の分析・活用方法の体系化」に資することを

意図し、県央・県南・沿岸・県北の４圏域の中で回答率

が最も高い市町村を事例として分析を行った。

④手法改善策の検討（2023年12月～ 2024年3月）

　③の作業とほぼ同時並行で、①～③の調査研究の結果

を踏まえ、調査方法の全県的な標準化や、調査結果の分

析・活用方法の体系化に向けた方策を検討した。

３　これまで得られた研究の成果

①市町村の取組状況の把握

　2023年７月に実施した市町村への現地調査・ヒアリ

ング調査では、主に移住担当と窓口担当における連携の

状況や、転入手続窓口における移住者への調査依頼の方

法（手続きのどのタイミングで調査を実施するか）や、

調査票の回収方法（対面手渡し、回収ボックスへの投函、

Web上での回答）の状況について調査を行った。

 

　その後、2023年９月に実施した「実施状況調査」で

は、７月の現地調査・ヒアリング調査で抱いた印象を裏

付ける形で、移住担当と窓口担当におけるコミュニケー

ションや移住者アンケートの集計作業が定期的に行われ

ている市町村ほど、回収率が高い傾向が見られた（図１）。

また、調査票回収時に職員に直接手渡しする方法の回収

率が最も高いことが分かった（図２）。なお、転入窓口

の作業マニュアルの有無によらず回収率はほぼ同じで

あった（図３）。この結果は、回収率が高い市町村の中に、

担当職員の属人的な対応で回収率を何とか維持している

自治体があることを示唆している。

 

②他県事例ベンチマーク

　2023年12月に青森県、山形県、長野県を対象に実施し

た他県事例ベンチマークでは、以下のことが分かった。

　調査実施における市町村への依頼方法については、県

の内部で規定や要綱を定めた上で、市町村に対してそれ

らを根拠に調査の実施を依頼し、本県よりも高い回収率で

調査を実施しているケースが見られた。また、市町村から

県への調査結果の集約方法については、紙の調査票をＯ

ＣＲ化し、各市町村や県（本県の広域振興局に相当する

機関を含む）の担当者が、入力の手間や時間をあまりかけ

ない形で集計を定期的に実施しているケースが見られた。

　なお、移住者アンケートの結果の分析・活用については、

いずれの県においても、たとえばクロス集計などの手法に

より分析した結果を事業に反映するといった、データを活

用した事業や施策の展開は行われていないようであった。

③過年度の調査結果の分析

　令和４年度の移住者アンケートの33市町村の平均回収率

は40.1％であるものの、回収率のバラツキが大きく、人口

規模が比較的大きい都市部ほど低い傾向にある。現状では

全県の傾向を把握する上で十分なデータが得られていない。

　そのため、過年度分の分析においては、全県の傾向分

析は行わないこととした。その代わりに、来年度以降の

回収率向上と、市町村レベルでの調査データの分析・活

用の促進をはかる目的で、各圏域において最も回収率の

高い４市町村（八幡平市、平泉町、陸前高田市、久慈市）

を対象としたデータ分析事例の提示と、提示したデータ

の活用可能性を示すこととした。

　なお、移住者アンケートの分析・活用については、将

来的には各市町村等がデータを独自に分析し、移住定住

施策の立案等に活用することを前提としている。そのた

め、事例の提示においては、分析作業が属人的なもの

にならないよう、誰でも対応できる手法のみを用いた。

具体的にはExcelの基本機能における「並べ替え」や、

countif関数、四則演算のみを用いて、移住者アンケー

トの「移住理由（複数回答）」の設問に対する、転入元

別や、UターンとI・Jターン別でのクロス集計を示した。

その上で、それらの数値から移住者の属性別での移住理

由の傾向をどのように読み取れば良いか、移住定住策の

手がかりをどのように見つけていける可能性があるか

を、年度末の研究成果報告の中で市町村等に提示した。

④手法改善策の検討

　ここまでの調査研究を踏まえると、来年度以降の移住

者アンケートの調査方法の統一や、回収率の向上、デー

タの分析・活用の促進について、以下の改善策が考えら

れる（表１）。

４　今後の具体的な展開

　今年度の研究成果については、2023年11月の中間報

告と、2024年４月の最終報告の2回に分けて県内全市

町村に共有した。

　なお、来年度は、いくつかの市町村をモデル事例として

選定した上で、それらの自治体における移住者アンケート

のデータの分析・活用支援を行いながら、各市町村にお

ける移住者アンケートの取組の充実化と、全体での回収率

向上とデータの分析・活用の促進をはかる予定である。

５　その他（参考文献・謝辞等）

　現地調査・ヒアリング調査等にご協力いただいた県内

外の自治体担当職員の皆様に厚く御礼申し上げる。

＜要　旨＞

　岩手県では令和3年度から市町村の転入窓口において移住者を対象とした「転入窓口アンケート調査」を実施してい

る。しかし、移住者把握の調査方法が統一されておらず、回収率もバラツキが大きい。全県での回収率も低く（令和4年

度40.1％）、全県での調査結果の分析・活用の上で十分な水準ではない上、回収率の高い市町村においても調査結果の分

析・活用は十分ではない。本研究ではこれらの課題に関して、各市町村の取組状況の点検や他県の事例調査等を通じて、

移住者数の把握に関する調査方法の改善と標準化、および回収率の向上を目指す方策を探るべく調査研究を行った。
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【市町村における改善策】
・担当者の人事異動があっても調査実施に支障が生じない

ようマニュアル等を作成する。
・移住担当と窓口担当の間で、調査実施に関する相互確認

作業と、集計作業を定期的に行う。
　→いずれも「調査方法統一」「回収率向上」の改善策

【県における改善策】
・市町村からの協力を得られやすいように調査実施の依頼

の仕方を工夫する。
　→「回収率向上」の改善策
・高回収率の市町村を中心にいくつかの市町村をモデル事

例として、データの分析・活用の促進をはかる。
　→「回収率向上」「結果の分析・活用の促進」の改善策

図１　集計頻度別での平均回収率

図２　回収方法別での平均回収率

図３　転入窓口マニュアルの有無別での平均回収率

表１　移住者アンケートの主な手法改善策


